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⑥研究の目的・目標（提案書に記載した研究の目的・目標を簡潔に記入して下さい。） 

アルカリ骨材反応（以下ＡＳＲと略す）が顕在化した構造物の維持管理では、コンクリートの品

質特性、鉄筋破断量、コンクリートと鉄筋の一体性などを、簡便に評価できる非破壊検査手法の開

発が不可欠である。 本研究ではこれらの非破壊検査方法として超音波法と電磁誘導法とを取り上

げ、実構造物への適用事例、検出精度の検討を行なって現場で実施する適切な検査手法の提案を行

うことを目的としている。 

さらにASR劣化構造物の外観状況、非破壊検査結果などから、合理的に構造安全性を評価し、構

造物の管理者が補修・補強の対策を適切に選択できる手順を提案することが、本研究の究極の目標

である。 
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⑦これまでの研究経過 

(1)超音波法によるコンクリートの品質特性の評価  

 超音波を用いたコンクリート内部のひびわれ状況の計測・評価については、伝播速度や卓越

周波数に着目することによって、従来一般的に限界値として考えられた３ｍを超えた場合でも

計測・評価が可能であることが確認できた。これによって基礎データの収集という今年度の目

的は達成されており、現時点では測定装置、研究体制に不備はないと考えている。 
(2)電磁誘導法による鉄筋破断量の評価 
電磁誘導法による鉄筋破断量の評価ついては、測定かぶり範囲を拡大するための、電磁波の

高出力化、多重周波数、コイルの大きさの調整によって精度向上できることが分かった。今後、

実構造物での測定実績を増加させることにより確度を高められ、実用的な調査方法を確立でき

ると考えられる。 
(3)非破壊試験方法によるコンクリート鉄筋の一体性評価 
ASR膨張を生じたコンクリートと鋼材の付着･定着特性 (一体性 )を実験的に解明するための

供試体の製作と初期値の確認が終了しており，計画通りの進捗状況である。来年度以降、劣

化の進展に伴うはりの試験結果が期待されるところであり、現状での実験方法や研究体制に

不備はないと考えられる。  

⑧特記事項 

１．研究で得られた知見 

(1)超音波伝播速度や卓越周波数は、ASR劣化程度だけでなく伝播距離による影響も受けること
から、全部材厚さを透過させるよりも、距離を 50～70cm となるように梁隅角部を斜めに透過
させた測定結果から、かぶり部分の劣化度を評価できる可能性がある。 
(2)電磁誘導法による鉄筋破断の検出精度には、かぶりだけでなく曲げ加工部付近に配置されている

対象鉄筋以外の鋼材の存在が大きく影響することが確認された。また、現在の適用限界とされてい

るかぶり10cm以上であっても、測定器のパワーアップや、検出波形の着目項目ごとに解析結果を評

価する手法の改良を行うことで破断の評価が可能であることから、引き続きこれらの項目について

研究を進めることにより、従来よりも検出精度を向上させることが可能である見込みである。 

(3) 構造物の外観上の劣化が進行していてもスターラップによって囲まれたコア部分が健全である

事例もある。しかし、幅の大きなひび割れが生じていれば、その近傍で鉄筋が曲げ加工部で破断し

ている可能性が高い。 

２．研究の見通しや進捗（自己評価） 

本研究で得られた知見は、近畿地方整備局での「ASRに関する検討対策委員会」において国土交通

省が管轄する構造物の安全性能を評価する基準つくりとなる「ASR劣化構造物の補修・補強ガイドラ

イン（案）」を検討する場に活用されている。今後、実構造物の内部劣化の実態に関するデータが

十分に収集できれば、維持管理に資する有用な研究成果を提案できる可能性が高い。 

 

 

 


